
 

 

 

 

 

 

本市外郭団体「横浜市信用保証協会」の経営改革に関する方針案について 
 
本市では、平成 21 年３月から外部の有識者による「横浜市外郭団体等経営改革委員会」におい

て、外郭団体ごとの経営課題について審議を行い、提言をいただいた団体から順次、本市としての

「経営改革に関する方針」を決定しています。 

これまで、昨年 10 月に 12 団体、本年２月に 10 団体の「経営改革に関する方針」を決定しまし

た。このたび、新たに 17 団体の「経営改革に関する方針案」等を決定しましたので、このうち経

済局所管の「横浜市信用保証協会」に関する方針案について御報告します。 

 

１ 方針案の概要  

（１）団体分類 

「引き続き経営努力が必要な団体」 

（２）方向性 

 

 

 

制度融資の代位弁済に対する補填金は、金融円滑化法の施行や本市の補填割合の見直しな

どにより減少傾向にありますが、今後の経済情勢や金融円滑化法の終了により代位弁済が増

加に転ずる懸念もあるため、保証協会の審査体制や職員の審査能力の更なる向上、債権回収

専門会社(サービサー)の一層の活用を含めた債権回収の効率化や強化等により抑制を図り

ます。 

 
〔参考〕 横浜市外郭団体等経営改革委員会からの提言（平成 23 年３月 30 日公表） 

団体分類：「引き続き経営努力が必要な団体」 

主な内容： 代位弁済補てん金は、国の保険金とともに中小企業信用保証制度を支える財源

となっているが、その額は増加してきており、審査体制・能力の更なる向上や、

債権回収の効率化や強化等による市費負担の抑制を図ること。 

役員数と給与水準の見直しなど、組織体制と人事・給与制度の面で、より採算

性を考慮した組織運営に取り組むこと。 

 

２ 今後のスケジュール（予定） 
今後、「方針案」に基づき、市と団体の共通の経営目標となる「次期協約（期間：平成 23～

25 年度）」の策定に向け、団体と協約項目や目標値（数値目標等）、スケジュールなどの協議を

進めます。 

なお、次期協約は、本年６月を目処に策定します。 

 

 

３ 添付資料  

（１）「経営改革に関する方針案」（横浜市信用保証協会） 

（２）横浜市外郭団体等経営改革委員会からの提言（横浜市信用保証協会） 

平 成 2 3 年 ５ 月 2 5 日

経 済 ・ 港 湾 委 員 会

配 付 資 料

経 済 局

経済情勢に応じた迅速な金融対策や、市と連携した独自の政策的資金の保証を持続的に

実施していくため、更なる経営改善を図る。 
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※次期協約期間（平成23年度から平成25年度まで）

【補足または条件・整備すべき環境】

・

・ H21年度の代位弁済実行は約203億円、求償権回収額は約36億円で、市の代位弁済補填金は約15億円
となっている。求償権回収率は、回収期間を5年と仮定すると約24％となっている。

中小企業にとって借りやすい仕組みとするため、保証は大半が無担保になっているなど、制度とし
て国策の影響が大きい部分がある。
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　役員数と給与水準の見直しなど、組織体制と人事・給与制度の面で、より採算性を考慮した組織運営に取り組
むこと。

経営改革の方向性　②

引き続き経営努力が必要な団体

経営改革の方向性　①

　代位弁済補てん金は、国の保険金とともに中小企業信用保証制度を支える財源となっているが、その額は増
加してきており、審査体制・能力の更なる向上や、債権回収の効率化や強化等により市費負担の抑制を図るこ
と。

小分類：引き続き、現在の団体運営及び財務状況を維持するとともに、
　　　　さらなる経営努力を続けるべきもの

団体分類

提　　言

経済産業省（金融庁）




